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問題意識：改革vs開放

開放鎖国

改
革



問題意識：改革vs発展

改
革

発展



開放なき経済発展は実現しない
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失業率vs物価（フィリップス曲線の命題）

インフレ（食品価格）デフレ

失
業
率

スタグフレーション？

フィリップス曲線



失業率とインフレ率

失業率（都市部）

１９９９－２０１８年（平均） ４．０３％

２０１９年５月現在 登録失業率（都市部） ４．５０％

調査失業率（都市部） ５．５０％

過小評価されている失業率

物価上昇率

消費者物価指数 ２．７％

食品価格 ７．７％

果物 ２６．７％

豚肉 １８．７％

野菜 １３．３％

卵・鶏肉 ８．７％

大きく上昇している食品価格（２０１９年５月現在）



中国共産党の内憂外患

内憂

共産党組織の再建と再生

共産主義の権威の確立

共産党統治の正当性の確立

平等の理念と格差拡大の現実

反腐敗と共産党内のガバナンス

国家資本主義の行方

外患

強国復権の夢と米国との対立

ダウンサイズする「一帯一路」

行き詰る「一国二制度」

香港と台湾の人心

南シナ海と東シナ海の情勢

朝鮮半島の非核化



政策と制度の選択-中国の国家像

改革すべき改革はきちんと改革する。改革すべきでない改革は

絶対に改革しない－習近平語録（２０１８年）

政策 制度

自由

法治

民主主義
ガバナンス

地方自治

社会福祉

環境問題

成長発展

市場開放

社会安定

平等 公平

公正

小康生活

一国二制度

香港・台湾問題



チャイナ（経済）リスクの再認識

世界の工場ｖｓ世界の市場

工場：人件費の上昇、米国による制裁⇒工場としての魅力減退

市場：公平性と透明性の欠如、法による統治の不足⇒市場としての魅力不安定

人治国家だからのリスク：共産党ｖｓ国家ｖｓ市場

中国民営企業平均寿命３年未満（中華全国工商連合会：「中国民営企業発展報告」）

＊参考：アメリカ民営企業平均寿命４０年以上

予算権、許認可権と人事権の不明確さ

共産党中央委員会、国務院、財政部、国家発展改革委員会（トリコ理論）

⇒政策実効性の低下（capacity buildingの遅れ）



チャイナ（政治）リスクの再認識

不透明な指導者選出の制度メカニズム

モチベーション理論からみた共産党幹部腐敗の必然性

失われた政治信条⇒拝金主義

⇒国民の信頼を取り戻せるか。タキトゥスの罠



６年間で200万人以上の腐敗幹部が追放
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資料：中国国家監察委員会



タキトゥスの罠-信用の再確立

Civic honesty around the globe (Science 2019)

世界４０カ国・３５５都市で１７３０３回、財布を落とす実験を行ったところ、落とした

財布が見つかった確立の一番高いのは、スウェーデン、ノルウェー、オランダ、デ

ンマーク、スイス、ポーランド、チェコ、ニュージーランド、ドイツ、フランス・・・・・・。こ

の実験の最下位はペルー、モロッコ、中国

（落とした財布に、少額の現金と名刺が入っている。ポーランド、アメリカとイギリスで財布

に入れる現金を増やして（１０ドル⇒１００ドル）、同じ実験を行ったところ、戻ってくる確率が

高くなった）

問題はどのようにして信用を取り戻すのかである。

監視カメラによる顔認証だけでは、明らかに不十分である



古い中国と新しい中国が混在する多面体

古い中国

「改革・開放」前を彷彿とさせる言論統制と報道統制

旧態依然の国有企業の存在

市民権が遅々として付与されない内陸農山村農家

新しい中国

https://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&ved=2ahUKEwiwveGNn6DjAhUvBKYKHVLKBEUQjRx6BAgBEAU&url=https://www.capa.co.jp/archives/17903&psig=AOvVaw33743pT4_zzfAgGevSEj67&ust=1562500752459697
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&ved=2ahUKEwjd56zOn6DjAhWDL6YKHf9OCroQjRx6BAgBEAU&url=http://situgyouman.blogspot.com/2017/01/06.html&psig=AOvVaw3K5BYiyvxodTN51TbofhTK&ust=1562500896114706
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&ved=2ahUKEwjv0-v63aPjAhUHfXAKHae5DmAQjRx6BAgBEAU&url=http://blog.canpan.info/nfkouhou/archive/932&psig=AOvVaw2TZkF3vFleWTVr5axMQcaO&ust=1562620626757316


所得格差を縮小させるには

The Economist (2018年12月）：

中国で個人所得税を納めるべき個人は１億８７００万人、実際に所得税を納めている

個人は２８００万人（中国財政部推計）。

中国の全税収に占める個人所得税収の割合８％に止まる。日本の同割合は３１．５％。

OECD加盟国の同割合（平均）２４％

個人所得税の徴税を強化するには、税務署の税務調査の独立

性を担保すると同時に、いかなる個人に対する所得調査もできる

ようにする。 そのうえ、人民の納税意識を喚起するために、納税

者が納めた税金の使途を知る権利を担保しなければならない



改革・開放・発展のトライアングル

①開放

②改革 ③発展



スマイル曲線と中国の産業戦略

製品開発

アーキテクチャー

部品製造
組み立て

マーケティング

アフターサービス

ブランド化




